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令和7年度笠間市一般会計補正予算
（第2号）について

詳細につきましては、別紙をご確認ください。

　国の総合経済対策における物価高騰対策として、物価高騰対
応重点支援地方創生臨時交付金を活用する事業や、参議院議
員通常選挙等に係る経費とそれに伴う歳入について、早急に予
算措置が必要なため、「令和7年度笠間市一般会計補正予算
（第2号）」を編成し、令和7年6月30日付けで専決処分しました。 
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別紙

令和７年度笠間市一般会計補正予算（第２号）について

国の総合経済対策における物価高騰対策として、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付

金を活用する事業や、参議院議員通常選挙等に係る経費とそれに伴う歳入について、早急に

予算措置が必要なため、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 176,377 千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 35,447,713 千円とする「令和７年度一般会計補正予算

（第２号）」を編成するものです。

補正予算の内容については、以下のとおりです。

補正予算（第２号）内訳

１ 歳入 （単位：千円）

２ 歳出 （単位：千円）

款 項 目 説 明 金 額

15国庫支出金 2 国庫補助金 1 総務費国庫

補助金

物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金

171,670

【内訳】

推奨事業メニュー分

定額減税補足給付分
31,670

140,000

16 県支出金 3 委託金 1 総務費委託

金

参議院議員通常選挙費委託金 514

茨城県知事選挙費委託金 501

19 繰入金 2 基金繰入金 1 財政調整基

金繰入金

財政調整基金繰入金 3,692

計 176,377

款 補正前額 補正額 計

2 総 務 費 4,417,815 141,015 4,558,830

3 民 生 費 14,015,077 30,794 14,045,871

6 商 工 費 585,926 4,568 590,494

計 35,271,336 176,377 35,447,713
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３ 事業内容

（１）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

【市実施事業】（事業費：３５，３６２千円）

今回の交付金の趣旨を踏まえ、事業内容を検討し、物価高騰の影響を受けている子育て

世帯やこども食堂などのこども関連事業への支援等を中心に事業を確定した。

①すくすく子育て応援事業【こども政策課】

物価高騰の影響を受けている子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、０～１歳児を

養育する世帯に対し、市内で利用できるオムツ等の購入券を給付する。

②市内高校等通学生向け昼食提供事業【商工課】

物価高騰の影響による経済的負担の軽減を図るため、市内飲食店等と連携し、市内高校

等に通学する学生に昼食を提供する。

③障がい児等子育て世帯物価高騰対策支援事業【社会福祉課】

物価高騰の影響を受けている子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、精神または身

体、知的に障がいのある２０歳未満の児童等を常に在宅で介護している保護者に対し、

補助金を交付する。

対 象 ：０～１歳児を養育する世帯 ６５０名

給付額 ：オムツ、おしりふきなどの購入券２万円/人

補正額 ：１３，３００千円

対 象 ：市内高校等に通学する学生 ９５０名

提供回数：４回

補正額 ：４，５６８千円

対 象 ：障害児福祉手当受給者（常時特別な介護を必要とする児童）２６人

特別児童扶養手当受給者 １３５人

小児慢性特定疾病医療受給者 ３４人

補助額 ：３万円／人

補正額 ：５，８９６千円



3

④こども食堂応援事業【こども政策課】

こども食堂の運営にかかる物価高騰による負担を軽減し、安定した事業運営を支援する

ため、運営団体に対して補助金を交付する。

⑤民間児童クラブ物価高騰対策支援事業【こども福祉課】

民間児童クラブの物価高騰による負担を軽減し、安定的な事業運営を支援するため、事

業者に対して補助金を交付する。

⑥民間保育施設等物価高騰対策支援事業【こども福祉課】

民間保育施設等の物価高騰による負担を軽減し、安定的な事業運営を支援するため、事

業者に対して補助金を交付する。

⑦障がい者物価高騰対策支援事業【社会福祉課】

物価高騰の影響を受けている精神または身体、知的に障がいがあり、在宅において常時

介護を必要とする２０歳以上の方の経済的負担を軽減するため、補助金を交付する。

対 象 ：市内こども食堂運営団体 ７団体

補助額 ：月平均提供食数１００食未満 ５万円／団体

１００食以上２００食未満 １０万円／団体

２００食以上 １５万円／団体

補正額 ：５５１千円

対 象 ：民間児童クラブ ８施設

補助額 ：１，０００円／人

補正額 ：４０２千円

対 象 ：民間保育施設等 ２０施設

補助額 ：３，５００円／人

補正額 ：７，１２８千円

対 象 ：特別障害者手当受給者 ７０人

補助額 ：５万円／人

補正額 ：３，５１７千円
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【給付金・定額減税一体支援枠】（事業費：１４０，０００千円）

令和６年分の所得税の確定により、調整給付額の再算定を行った結果、予算の増額が必

要となり、支給時期を７月からとしているため、今回予算計上する。

定額減税補足給付金事業（不足額給付）【税務課】

令和６年分所得税及び定額減税の実績額等が確定したのち、調整給付額に不足が生じる

者に対して、追加で不足額を給付する。

（２）第２７回参議院議員通常選挙等【総務課】（事業費：１，０１５千円）

第２７回参議院議員通常選挙（７／２０投票日）や茨城県知事選挙（９／７投票日）

の執行に要する予算に不足が生じるため、予算計上する。

問合せ先：財政課長 本図 0296-77-1101（内線 211）

企画政策課長 森 〃 （内線 558）

こども福祉課長 宮本 〃 （内線 161）

社会福祉課長 金木 〃 （内線 153）

商工課長 桑嶋 〃 （内線 518）

税務課長 山崎 〃 （内線 109）

総務課長 甘利 〃 （内線 204）

こども政策課長 根本 0296-78-3155

対象 ：令和６年度に実施した調整給付に不足が生じる者

給付時期：７月から開始予定

補正額 ：１４０，０００千円

内 容 ：投票立会人等の報酬額の改定

補正額 ：参議院議員通常選挙 ５１４千円

茨城県知事選挙 ５０１千円


